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令和５年１月 荒尾市民病院

【統一様式】

荒尾市民病院が担う
役割について

【R5.10～荒尾市立有明医療センター】

資料１-２



１ 現状と課題
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【荒尾市民病院の現状（基礎情報）】

◆許可病床数２７４床(一般病床２７０床 感染症病床４床)
【現病院】高度急性期：１８床 急性期：１９８床 回復期病床：４０床 宿泊ドック３床 休床１５床

⇓
【新病院】高度急性期：２０床 急性期：２１２床 回復期病床：４２床

◆診療科（２７診療科：令和４年３月末日現在）
内科 呼吸器内科 循環器内科 消化器内科 血液内科 糖尿病・内分泌内科
腎臓内科 脳神経内科 老年内科 緩和ケア内科 外科 整形外科
脳神経外科 形成外科 精神科 小児科 皮膚科 泌尿器科
産婦人科 眼科 耳鼻咽喉科 リハビリテーション科 放射線治療科
画像診断・治療科 病理診断科 救急科 麻酔科

◆正職員数 ４１８名
医師５４名 看護師２２６名 診療技術職員９２名 福祉職２０名 事務職等２６名

◆主な指定等
地域がん診療連携拠点病院 地域医療支援病院 災害拠点病院 脳卒中急性期拠点病院
急性心筋梗塞急性期拠点病院 基幹型臨床研修病院 周産期医療拠点病院・・・等

「地域住民の健康の維持・増進に努め、患者中心の安全で質の高い医療の提供を目指します。」

(１)地域住民の信頼に応える基幹病院として、最善の医療を提供します。

(２)地域連携を進め、地域完結型医療を目指します。

(３)患者の人権を尊重し、あたたかい心を持った医療人を育成します。

(４)効率的な経営管理を基本とし、健全な経営を目指します。

基本理念・方針



１ 現状と課題

【荒尾市民病院の現状（新病院での具体的施策）】

１．地域の信頼に応える基幹病院
として、最善の医療を提供します。

２．地域連携を進め、地域完結
型医療を目指します。

３．患者の人権を尊重し、あたたか
い心を持った医療人を育成します。

４．効率的な経営管理を基本と
し、健全な経営を目指します。

○ハイブリッド免振により熊本地震クラ
スにも対応する安全性の確保

○地域の医療需要から、新生物疾患、呼吸
器疾患、循環器疾患、感染症患者等への対
応を拡充

○救急告示病院として、また地域がん診療
連携拠点病院として歯科口腔外科を新設

○地域包括ケアの視点から、地域に不足している急性期
後や回復期の機能を担い、慢性期、維持期との円滑な連
携を図る

○患者サポート・
医療連携室の設置

○ICTを活用した地域医療連携システムを構築し、
医療情報を共有することで地域の医療機関と連
携した患者フォローアップを行う

○地球環境に配慮したエネルギー対
策や廃棄物等の減量化

○産休・育休・短時間勤務等によ
る子育て世代への配慮

○収益性の確保と良好な
療養環境提供の両立

○院内及び地域の医療従事者への
教育、研修の充実
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１ 現状と課題
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【荒尾市民病院の現状（新病院の特徴）】

高度急性期病床を増床（１８→２０床）

一般病床は全室個室
（感染対策、プライバシー保護）

ユニバーサルデザイン、ワンフロア外来玄関口へのバスの乗り入れ

ヘリポートの設置（広域救急対応）

将来的にロボット手術機器の導入が可能な造
り

省エネルギー化（「ZEB」認証）

感染症専用エレベーターの設置

歯科口腔外科の新設、呼吸器内科医の常勤化

稼働病床数の増床（256床→274床）

救急医療の迅速化（救急と放射線科の隣接）

災害時の機能強化
（ライフラインのバックアップ、免震構造）

診

療

機

能

施

設

機

能

新興感染症に対応可能な病棟整備（1病棟）

4令和５年１０月開院予定



１ 現状と課題
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【荒尾市民病院の現状（診療実績）】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

病床利用率(％) 83.7 84.2 82.3 75.8 71.3

平均在院日数(日) 16.0 15.4 15.6 14.8 14.2

１日平均入院患者数(人) 229.4 230.6 225.6 207.8 195.4

〃 外来患者数(人) 355.6 348.6 351.3 319.7 360.9

救急患者数(人) 9,710 9,516 9,080 6,449 5,529

うち、入院(人) 1,855 2,002 1,918 1,942 1,801

手術件数(件) 1,321 1,281 1,236 1,207 1,021

紹介率(％) 65.1 69.2 67.0 69.9 58.6

逆紹介率(％) 117.3 129.0 118.9 132.9 116.2



１ 現状と課題
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【荒尾市民病院の現状（経営状況）】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

収

益

医業収益 5,871 5,968 5,918 6,009 6,132

医業外収益 332 306 328 1,507 1,351

特別利益 22 2 2 123 1

費

用

医業費用 5,729 5,921 6,034 6,455 6,588

医業外費用 199 208 208 293 303

特別損失 7 4 3 127 4

純損益 290 143 3 764 589

医業収支比率（％） 102.5 100.8 98.1 93.1 93.1

経常収支比率（％） 104.6 102.4 100.1 111.4 108.6

累積欠損金比率（％） 16.6 13.9 14.0 1.0 ▲8.6（解消）

【百万円】



１ 現状と課題
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【荒尾市民病院の課題】

①救急搬送件数の増加と不応需解消

地域救命救急センターに相応しい受入体制と医療の提供

②新興感染症への対応

新興感染症へ対応した外来、病棟の効率的な運用と地域での感染症患者診療体制の構築

③在宅医療連携の強化

急性期から慢性期や在宅医療への円滑な移行や在宅等での急性増悪への対応

病院機能の強化・拡充

①安定した人材の確保

長期採用計画に加え能力開発計画及びアウトソーシング等の実施

②業務の省力化から省人化へ

AIやIoT等の最先端技術を用いることで省人化への取組みの実施

③タスクシフトの積極的な導入

薬剤師、検査技師、臨床工学技士によるタスクシフトの積極的な実施

医療従事者の確保
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役割・機能分化

５疾病５事業+新興感染症対策

地域包括ケアシステムの構築

・ 高度急性期、急性期、回復期のまでの機能維持
・ 広域からの患者受入のためのヘリポート活用、

有明沿岸道路荒尾IC
・ 高齢者が多く罹患する、がん、心疾患、脳血管疾患

等への対応を充実させ、地域医療の各種診療拠点
病院としての役割

・ 地域救命救急センターの指定を目指す

医療・介護・予防・住まい・生活支援を一体
的に提供する「地域包括ケアシステム」の構築
に向けて、地域の中核病院である当院が高度急
性期、急性期さらには救急医療を主に担い、率
先して地域医療連携の推進に取り組み、介護施
設等とも更なる連携強化を図る

（1）がん
・・・地域がん診療連携拠点病院（国指定）

（2）脳卒中
・・・熊本県北部唯一の脳卒中急性期拠点医療機関

（3）急性心筋梗塞
・・・心筋梗塞等の心血管疾患急性期拠点病院

（4）糖尿病
・・・他の疾患の治療にも積極的に多職種で介入

市や関係団体とも連携して、糖尿病をはじめと
した生活習慣病予防（特定健診等）の充実

（5）精神疾患

・・・健康増進から多病で複雑な高齢患者のマネジメント
人生の最終段階の医療まで、幅広い診療の充実

（6）救急医療
・・・二次救急医療の救急告示病院

広域を対象とし重篤な救急患者を対応

（7）小児医療
・・・小児の一般・身体的疾患、発達障害の

診療及びサポート

（8）周産期医療
・・・地域周産期中核病院

快適な出産環境を充実、
ハイリスク分娩への対応体制

（9）災害医療
・・・災害拠点病院、DMAT指定病院

（10）感染症及び新興感染症

・・・第二種感染症指定医療機関

２ 今後の方針

【地域において今後担うべき役割】
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役割・機能の最適化と連携の強化



医療従事者の安定確保

医師・看護師等の確保と働き方改革

タスクシフト・シェア、ICTの活用

教育・研修制度の充実とスキルアップ支援

各種学会、研修へ積極的に派遣し、医療を担う人
材の資質、技術の向上を図る
また、認定看護師、専門看護師などの資格取得を
支援するため、長期の研修派遣を行い、専門的な
知識と技術を持った人材の育成に努める

医師の負担軽減を図る一環として、医師事務作業
補助者の他、看護師、薬剤師や臨床工学技士等の診療
技術職において、特定行為研修などをはじめとする、
タスクシフト・シェアにつながる具体的な業務について
検証・検討を行う。

さらに、文書入力支援ソフトの導入や遠隔地（自宅
等）からの診療情報参照機能の導入等、ICTの活用を
進めている。

職場環境の向上を図るとともに大学医学部、看護
師養成校への個別訪問、奨学金貸付制度などにより
確保に努める。
さらに、柔軟な育児制度、院内保育所の提供などに
より定着を図り、今後は病児保育としての運用も視野
に入れ、職員からの需要に応じた保育環境を検討す
る。

医師の働き方改革への取組

令和６年より適用となる医師の時間外労働の上
限規制については、医療従事者の負担軽減・役割
分担委員会を中心に労働時間の短縮に向けて労働
時間短縮計画への取組や効果的なタスクシフト、タ
スクシェアの実現に取り組む。
さらに、看護師による特定行為や医師事務作業

補助者による事務負担軽減、文書入力支援ソフト
導入等のＩＣＴの活用、専門医資格等の取得支援、
学会参加支援等の労働環境の充実に総合的に取り
組むなど、これまで以上に医師が働きやすい環境
整備に努める。
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２ 今後の方針

【地域において今後担うべき役割】



新興感染症等の感染拡大時の医療

新興感染症への取組み

新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組

結核を除く第二種感染症患者に対する入院医療を行うとともに、各医療機関における院内感染防止や医療
従事者の医療安全と感染防止に対する意識の向上を図る。
感染制御チームが主導して感染症における事業継続計画（感染症ＢＣＰ）の点検・検証・見直し等を進め、感

染対策への対応力を強化する中で、院内感染対策、クラスター発生時の方針を整備する。

地域の医療機関等との連携を強化し、当院を中心とした有事の際に素早く対応できる医療体制の構築に努
める。
新興感染症拡大時には、一般病床を感染病床に使用する可能性があることをふまえ、ゾーニングや必要な備

品等の整備を行う。

新病院での感染症への対応

新病院では一般病床全室個室となるため、柔軟に新興感染症に対応した医療機能に移行が可能である。
また、救急外来にも感染患者専用診療スペースを設けていることに加え、感染患者専用エレベーターを設けて
おり、一般患者との動線を分けた設計となっている。
さらに、マスク・ガウン・フェイスシールド等の消耗品の備蓄を行うため、備蓄倉庫を確保する。
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２ 今後の方針

【地域において今後担うべき役割】
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２ 今後の方針

【地域医療支援病院としての新たな責務について】
医師等の少ない地域を支援すること

紹介患者に対する医療提供、地域医療保健体制を確立することを目的とした医療機器や開放病床の開放病
床の利用を図り、医師相互間の技術及び知識の交流による医学の向上を図っている。さらに、地域の医療従事
者への研修等を実施することで、かかりつけ医等への支援にもつながると考える。
また、密接な医療連携を強化し、３６５日２４時間救急医療の実施や複数科による緊急医療体制の構築により、
特に休日・夜間における地域医療の診療体制を支援しているものと考える。

近接している医療機関と競合している場合は、地域医療構想調整会議に
おける協議に基づき、医療需要に応じ、必要な重点化した医療を提供すること

当院は、主に高度急性期、急性期、回復期の病床を保有しており、救急医療、周産期医療、災害医療、感染症
医療を重点分野として医療を提供している。

高度急性期 ： 緊急手術患者や重症患者等への医療提供（４：１看護）
急 性 期 ： 国指定がん診療連携拠点病院として、地域医療機関と連携した質の高い急性期医療の提供

（７：１看護）
回 復 期 ： 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患回復期拠点病院としての医療提供
救急医療 ： 専従救急専門医２名体制や脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患急性期拠点病院等としての診

療体制により、２次救急医療を３６５日２４時間体制で実施
周産期医療 ： 有明医療圏唯一の地域周産期中核病院として診療の実施
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２ 今後の方針

【地域医療支援病院としての新たな責務について】
平常時からの準備も含め、新興感染症等がまん延し、又はその
おそれがある状況において感染症医療の提供を行うこと

①地域の医療機関等との連携を強化し、当院を中心とした有事の際に素早く対応できる医療体制の構築に
努める。

②新興感染症拡大時には、一般病床を感染病床に使用する可能性があることをふまえ、ゾーニングや必要
な備品等の整備を行う。

③感染制御チームが主導して感染症における事業継続計画（感染症ＢＣＰ）の点検・検証・見直し等を進
め、感染対策への対応力を強化する中で、院内感染対策、クラスター発生時の方針を整備する。

④新病院では一般病床全室個室となるため、柔軟に新興感染症に対応した医療機能に移行が可能である。
また、救急外来にも感染患者専用診療スペースを設けていることに加え、感染患者専用エレベーターを
設けており、一般患者との動線を分けた設計となっている。

平常時からの準備も含め、災害時に医療を提供すること

災害拠点病院及び熊本DMAT指定病院として、災害時の医療救護活動の中心的な役割を担います。
【設備整備】
①耐震・耐震性能に優れた構造 ②災害発生時の救急車両の搬送ができるよう配慮
③地震発生時に医療機器等に影響がないように配慮 ④災害時のライフラインのバックアップ体制の確保
➄患者の収容スペースを確保
【機器、医療情報システム】
①大規模災害による停電や通信障害時においても診療の継続可能なシステムの構築
②感染症対応機能の充実・強化を図るための医療機器の整備

再掲



３ 具体的な計画
(1)今後提供する医療機能に関する事項
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【①４機能ごとの病床のあり方 その１】

病床機能 2022年(令和4年) 2023年(令和5年)
( )内は新病院開院後

2025年(令和7年)

高度急性期 18 18（20） 20

急性期 194 194（208） 208

回復期 40 40（42） 42

慢性期

その他 15 15（0）

合 計 267 267（270） 270

単位：床

【別途】感染症病床４床
ドック ３床

【別途】感染症病床４床
ドック ３床

【別途】感染症病床４床



３ 具体的な計画
(1)今後提供する医療機能に関する事項
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【 ①４機能ごとの病床のあり方 その２】
◆昭和16年の創立以来、有明医療圏の中核病院として、荒尾市民はもとより、有明地域の住民に
対し、医療の安心と安全、健康の維持・増進を図るため、質の高い医療を提供してきた

◆公立病院として、地域の民間医療機関が提供困難な、高度医療、救急・小児・周産期などの不
採算・特殊部門に関わる医療や感染症医療等の政策的医療を提供してきた

◆ ５疾病では、がん（地域がん診療連携拠点病院）、脳卒中（急性期拠点病院、回復期医療機
関）、急性心筋梗塞（急性期拠点病院、回復期医療機関）、５事業では、救急医療（救急告示病
院、病院群輪番制病院）、周産期医療（地域周産期中核病院）、災害医療（災害拠点病院、DMAT
指定医療機関）の指定を受けるなど、地域の中核病院として、２４時間３６５日総合的な診療体
制を維持し、有明地域の救急搬送総数のうち30％以上を受け入れてきた

◆有明医療圏は病床過剰地域であるが、急性期後の患者の受け皿となる病床は、隣接する大牟田
市を含めても少なく、荒尾市内には当院以外に回復期リハビリテーション病床を有する病院が無
いため、その機能を担ってきた

今後も当院が役割を果たしていくためには、５疾病・５事業等を中心に今後も提供し続ける
ことが求められているため、病床数の維持が必要である
有明医療圏は医療資源が不足していることもあり、患者が他の圏域へ流出していると予想さ

れているが、病床を活用し更なる連携を図ることで、医療圏内での完結を目指していく
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【 ①４機能ごとの病床のあり方 その２】

〈参考〉荒尾市民病院の許可病床の推移

これまでに制度の改変や受療動向等に対応するため、許可病床の適正化を実施済
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一般 結核 伝病 感染 療養

必要とされる機能に合わせて増
床し、最大で平成3年度には
416床あったものを、随時適正
に見直しを図ることで、現在で
は274床まで減床を行っている



３ 具体的な計画
(1)今後提供する医療機能に関する事項

16

【 ①４機能ごとの病床のあり方 その２】

令和４年３月の有明地域医療構想調整会議にて、
承認して頂いています内容になります。
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現時点
(2022年3月時点)

2025年 理由・方策

維持

内科、呼吸器内科、循環器
内科、消化器内科、血液内
科、糖尿病・内分泌内科、
腎臓内科、脳神経内科、老
年内科、緩和ケア内科、外
科、 整形外科、脳神経外
科、 形成外科、精神科、
小児科、皮膚科、泌尿器科、
産婦人科、眼科、 耳鼻咽
喉科、リハビリテーション
科、放射線治療科、画像診
断・治療科、病理診断科、
救急科、麻酔科

同左
質の高い医療を提供する
にあたって必要となる診
療科を維持するため

新設 歯科口腔外科
救急やがん治療において、
地域に不足機能に対応す
るため（人員確保済）

廃止

変更・統合

【②診療科の見直し】



３ 具体的な計画
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現時点(2022年3月時点) 2025年

①病床稼働率 71.3％ 86.2％

②紹介率 58.6％ 70.0％

③逆紹介率 116.2％ 130.0％
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【取組みと課題】

① 地域医療支援病院の維持 ② 地域災害拠点病院の維持
③ 第二種感染症指定療機関の維持 ④ 各種指定医療機関の指定継続
⑤ 地域救命救急センターの新規指定 ⑥ 高度専門医療の強化・拡充
⑦ 高度医療機器（手術用ロボット、放射線治療装置の更新、３TMRI等）の整備と共同利用の促進

（1）地域に必要な高度な急性期医療に係るもの

【職員関係】
①人事院勧告に準じ職員の給与改定の実施
②人事評価制度を活用した能力給制度の向上と推進

【診療材料費関係】
①先発医薬品から後発医薬品（ジェネリック医薬品）への積極的な移行と維持
②診療材料費のコストのベンチマークを用いた、効果的な削減の実施

【水光熱費関係】
①新病院開院を契機に、新たに都市ガスや新電力会社導入による経費削減
②二酸化炭素の排出量の削減 ③新病院における節水への取組

（2）経費削減に係るもの

①医療需要に応じた診療体制の確保 ②平均在院日数の短縮及び病床稼働率の向上
③診療報酬改定に伴う影響の精査及び適切な対応 ④請求漏れ、査定減の防止するための体制づくり
⑤未収金の管理体制の強化及び外部委託の活用
⑥医学生、看護学生の奨学金貸付制度の活用及び効果的な運用

（3）収入確保に係るもの
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【取組みと課題】

【人材の確保】
①医療の質や経済効果を考慮した職員配置
②臨床研修医を採用し、将来を見据えた人材の育成と確保
③医療スタッフの確保（医師、看護師、診療技術職、福祉職等）
④専門資格等を持つ人員の確保
➄タスクシフト・シェアの推進

【働き方改革】
①院内保育所の継続と病児保育等の導入の検討
②ワークライフバランスの実現に向けた育児・介護支援の向上
③ICTの活用
④タスクシフト・シェアによる医師の負担軽減への取組
⑤安定した業務推進のため、職員のキャリア構築への取組

【経営分析】
①DPCデータ分析及びベンチマークを用いた、経営の実践
②管理会計の視点における収支状況の把握と改善取組の実践

（4）経営の安定に係るもの

①地域連携ネットワークの利用者拡充への取組
②予防医学、生活習慣病予防等の地域住民の健康管理サポートの継続
③第二種感染症指定医療機関として感染対策に係る人材育成と拠点機能の維持

（5）その他



４ その他特記事項

21

【新病院の開院について】

名称変更：荒尾市立有明医療センター


